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Ⅰ 問題の所在

近年、国際法規範の規律対象が多様化するとともに、所与の事項につい

て複数の法規範が同時に適用可能であると考えられる事象が増加する傾向

に
(１)

ある。また、一定の分野に対して国際法上の規律が必要になった場合、

国際社会は組織化が未成熟なために、様々なフォーラムにおいて十分な調

整がなされないまま、個別に条約が作成・締結されていく傾向がある。そ

のため、一旦紛争が発生した際にも、個別に用意されている紛争解決手続
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(１) C. J. Borgen, “Resolving Treaty Conflicts”, George Washington Interna-

tional Law Review,Vol.37(2005),pp.573-574.「貿易と環境」といった問題はそ

の一例であろう。この問題を扱ったものとして、平覚「貿易と環境―京都議定書と

WTO法―」松下満雄編『WTOの諸相』（国際関係学叢書９）（南窓社、2004年）

66-103頁参照。



が同時に適用可能な状態が発生し、いわゆる「フォーラム・ショッピン

グ」の問題も生じることに
(２)

なる。これに伴い、こうした自体を解決するた

めに「適用法規の選択」が、非常に重要な問題として注目されるようにな

ってきた。国連国際法委員会においても、国際法の規律対象事項の拡大、

国際法が扱う問題の特化の進展、普遍的な規律と地域的な規律の併存など

の要因によって、国際法の「分断化（fragmentation）」現象が見られるこ

とが国際法の発展にとっては重大な問題であることが認識
(３)

され、「国際法

の分断化―国際法の多様性及び拡大から生じる困難」が１つのテーマとし

て長期作業計画に加えられることとな
(４)

った。

ところで、法規範同士が抵触する際に「後法は前法を廃す（lex poste-

rior derogat priori）」あるいは「特別法は一般法を破る（lex specialis der-

ogat generalis）」といった法諺に従って適用関係を決定するということは、

国内法と同様に国際法においても認められると指摘されて
(５)

きた。しかし、

条約法の分野においては、1969年の条約法に関するウィーン条約（以下、

条約法条約）が、「同一の事項に関する相前後する条約の適用」と題する

30条において後法優先原則を規定しているが、特別法優先原則については

同条約には見られない。それにもかかわらず、複数の条約が同時に適用可

能と考えられ、適用法規を選択しなければならないという状況において、
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(２) 栗林忠男「みなみまぐろ事件仲裁裁判判決の評価―紛争解決システムの多様化

の中で―」『国際法外交雑誌』100巻３号（2001年）148頁。また、フォーラム・シ

ョッピングの問題を国際裁判所の管轄権の競合という観点から扱ったものとして、

Y.Shany,The Competing Jurisdictions of International Courts and Tribunals

(2003),pp.128参照。

(３) G. Hafner, “Risks Ensuing from Fragmentation of International Law”,

Report of the International Law Commission on the Work of its Fifty-second
 

Session (2000),G.A.O.R.,Fifty-fifth Session,Supplement No.10(A/55/10),

annex,pp.326-331.

(４) Ibid.,p.292,para.729.現在はコスケニエミ委員を議長とする研究部会が問題

の検討にあたっている。

(５) W.Karl,“Treaties,Conflict Between”,in R.Bernhardt(ed.),Encyclopedia
 

of Public International Law,Vol.4(2000),p.937.



特別法優先原則が妥当するとしばしば主張されている。しかし、特別法優

先原則がとりわけ複数の条約の適用関係を決定するにあたり妥当性を有す

るとは単純には言えず、更なる検討が必要である。国際法委員会において

「国際法の分断化」を検討している研究部会も、特別法優先原則の機能と

範囲は解明されるべき国際法上の重要な課題であることを認識しているの

で
(６)

ある。

そこで本稿では、国際法上妥当性が認められてきたといわれる特別法優

先原則について、その条約法における位置付けという観点から検討を行っ

ていくこととする。その際、適用法規の選択という問題の中には条約の併

存、条約の抵触などの状況が考えられるが、主に「条約の抵触」という状

況を中心に考察を進める。「条約の抵触」は、２つの条約の間でその規定

のいくつかが調和できないことが明らかであるとき、比較検討することに

よりこれを解決する必要が生じる状況で
(７)

ある。「適用法規の選択」という

状況のなかでも、この「条約の抵触」はより深刻な問題を引き起こすと考

えられるからである。そして、条約法における特別法優先原則の位置付け

を明確にし、条約の抵触を解決する際に同原則が果たす役割について検討

していきたいと思う。

Ⅱ 国際法上の特別法優先原則

1 国際法上の特別法優先原則への言及の態様

複数の国際法規範、とりわけ複数の条約が一見同時に適用可能であると

考えられる状況において、それを解決するものとして特別法優先原則はし

(６) 議長のコスケニエミは、特別法の問題から検討を始めている。Study on the

“Function and scope of the lex specialis rule and the question of‘self-contained
 

regimes’”, Preliminary report by Mr. Martti Koskenniemi, Chairman of the
 

Study Group,ILC (LVI)/SG/FIL/CRD.1,7May2004.

(７) 条約法条約起草過程における特別報告者ウォルドックの見解を参照。Year-

book of the International Law Commission,1964,Vol.I,p.124,para.64.
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ばしば言及されている。例えば、2000年８月に国連海洋法条約附属書Ⅶの

仲裁裁判所によって判決が下された「みなみまぐろ事件」において被告で

ある日本は、日本とオーストラリア、ニュージーランドが1993年に締結し

たみなみまぐろ保存条約は国連海洋法条約との関係では「特別法（lex
 

specialis）」であるから、一般法である国連海洋法条約に優先する、と主張

した。日本側が主張した両条約の法関係は、概要次の通りであった。みな

みまぐろ条約は、その前文で国連海洋法条約に留意しつつ、みなみまぐろ

資源の保存と最適利用のために締結されたものである。国連海洋法条約は

その64条において、高度回遊性魚種の保存のための協力義務を定めている

ものの、それはごく一般的なものにとどまっている。これに対してみなみ

まぐろ条約は、この高度回遊性魚種のうちのみなみまぐろについて、３締

約国間で協力義務を実施するものであり、かつ特別の協力の仕方を定める

ことにより、保存義務の実現の段取りを具体化したものである。そして、

国連海洋法条約はいわゆる「アンブレラ」条約であって、その規定の具体

的実現が関係国の個別の協定に委ねられているか、またはそれを前提とし

たものが少なくない。その場合には、当該関係国の権利義務の性格・範囲

は各々の個別協定に定められるのであるから、条約規定を包摂する協定が

締結されたときには、その協定の義務が国連海洋法条約の一般的義務に取

って代わることになるので
(８)

ある。

そしてこうした主張を裏付けるものとして、日本は先決的抗弁書の中で

特別法優先原則が国際法上認められていることの根拠を複数取り上げてい

る。まず、インド領通行権事件（1960年）において国際司法裁判所は、特

定の二国間の慣行が当該両国の関係を規律すると認められるときは、裁判

(８) Southern Bluefin Tuna Case, Memorial on Jurisdiction (Government of
 

Japan), paras. 116-126.なお、「みなみまぐろ事件」の概要については、兼原信克

「みなみまぐろ事件について―事実と経緯―」『国際法外交雑誌』100巻３号（2001

年）１-44頁参照。関連文書は現在、投資紛争解決センターのホームページ

（http://www.worldbank.org/icsid/highlights/bluefintuna/main.htm）で入手可

能である。
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所はそれに決定的な効果を与えなければならず、「そのような特別の慣行

がいかなる一般規則に対しても優先しなければなら
(９)

ない」と判示したと述

べている。また、マブロマティス特許事件（管轄権、1924年）において、

パレスティナ委任統治協定に比べてローザンヌ条約第12議定書の方がマブ

ロマティスの利権問題に関して「特別かつより最近の協定であるから優先
(10)

する」とした常設国際司法裁判所の判断を取り上げて
(11)

いる。また、オコン

ネルが国内法体系の類推などにより特別法優先原則は国際法上の妥当性を

認められると述べたことをはじめと
(12)

して、学説上も特別法優先原則の妥当

性に否定的見解は持たれていないと主張したので
(13)

ある。

しかし日本側のこうした見解は、特別法優先原則の妥当性のみに着目し

ており、同原則の機能について必ずしも十分な検討がなされたものではな

かった。裁判所は、特別法優先原則が国際法および国内法体系で認められ

ているとしながらも、条約の実質的内容や紛争解決規定においては条約の

併存（parallelism）がありうると判断して日本側の主張を認めなか
(14)

った。

その際、「前の条約あるいは制定法の一般的な規定を規律する特別法（lex
 

specialis）の適用が国際法および国家の法体系において支持されているこ

とを認
(15)

める」ものの、それが具体的にどのような場合に適用可能であるの

かについて明確な解答は示さなかったのである。

(９) I.C.J. Reports 1960,p.6,para.44.

(10) P.C.I.J. Series A,No.2,pp.30-31.

(11) Southern Bluefin Tuna Case, Memorial on Jurisdiction (Government of
 

Japan),paras.121-122.日本の先決的抗弁書では、脚注においてもダニューブ河ヨ

ーロッパ委員会の権能に関する事件（1927年）勧告的意見などの常設国際司法裁判

所のその他の判例、欧州人権裁判所、米国・イラン請求権裁判所等の判例について

ふれている。Ibid.,footnote91.

(12) D.P.O’Connell,International Law,Vol.1(2nd ed.,1970),pp.12-13.

(13) Southern Bluefin Tuna Case, Memorial on Jurisdiction (Government of
 

Japan),paras.124-125.

(14) Southern Bluefin Tuna Case-Australia and New Zealand v. Japan,Award
 

on Jurisdiction and Admissibility, August 4, 2000,paras.51-52.

(15) Ibid.,para.52.
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上記の事例に鑑みると、国際法上、特別法優先原則はその機能について

明確に認識されないままその妥当性について言及されているように思われ

る。しかし、そのように理解することにも何らかの根拠があると考えられ

ないであろうか。そこで、まずは国際法上この特別法優先原則がなぜ認め

られてきたのか、その妥当基盤の明確な理解を図る必要があるだろう。

2 国際法上の特別法優先原則の妥当基盤

（1）特別法優先原則の妥当性を基礎付ける国際法の背景事情

特別法優先原則の妥当性について考察する前提として、国際法上特別法

と一般法の関係がどのように理解されているのかにふれる必要があろう。

国際法においては、国際法の適用範囲を基準として、すべての国家に適用

される一般国際法と一部の国家だけに適用のある特別国際法という区別が

採用されてきた。そして、国際社会全体に適用される一般法規は原則とし

て慣習法であり、当事国間にのみ適用される特別法は条約であると理解さ

れて
(16)

きた。国際法の存在の基礎が国家の合意にあると明確に認識され、さ

らに国際法における条約の意義が重視されるようになって、このような理

解は現在の国際法学において定着したといえ
(17)

よう。そして、一般法と特別

法が効力のうえでどのような関係に立っているか、という問題に対して

は、国際社会の分権的な構造を基礎として、国家が自らの自由意思で締結

した条約は、たとえ一般国際法と内容が違う場合においても、条約当事国

間においては一般に有効なものとして認められるとされて
(18)

きた。一般国際

(16) H.Kelsen,Principles of International Law (1952), p. 305； D. Anzilotti

(traduit par G.Gidel),Cours de droit international, Premier volume: Introduc-

tion-Theories generales (1929), pp.87-96； デイ・アンチロッチ（一又正雄訳）

『国際法の基礎理論』（厳松堂書店、1942年［復刻限定版:酒井書店、1971年］）96-

104頁。

(17) 小森光夫「国際法における一般法と特別法―慣習法と条約の概念の法源論にお

ける相関性を軸として」国際法学会編『日本と国際法の100年 第１巻 国際社会の

法と政治』（三省堂、2001年）81頁。
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法は、例外的な強行規範を除き基本的には任意法規であるとされ、特別法

である条約によって個別的に変更しうると考えられたので
(19)

ある。特別法優

先原則は、以上のような理解に基づいて国際法の基本原則として妥当する

と論じられてきたといってよい。すなわち、特別法優先原則は主に法規範

の適用の「人的範囲（ratione personae）」の観点から、その国際法上の妥

当性が認められてきたのである。前述のみなみまぐろ事件において日本が

援用した、インド領通行権事件において一般慣習法との関係での地域慣習

法の優先を認めた国際司法裁判所の判断も、このような適用の人的範囲と

いう観点を基礎としているということができ
(20)

よう。

しかし、現在の国際社会においては、国際社会を構成するほぼすべての

国家を当事国とする条約も数多く作成されるようになってきている。その

ような条約を一般条約とみた場合、特定国家間で締結される条約との関係

は、人的適用範囲という観点から慣習法と条約の関係と同列に論じられて

よいのであろうか。すなわち、慣習法との関係と異なり、条約同士の関係

においても、特別法優先原則が妥当すると考えてよいのかが次に問題とな

るのである。

（2）条約間の関係における特別法優先原則の関与の態様

みなみまぐろ事件において日本は先決的抗弁書の中で、フィッツモーリ

スが特別法優先原則の妥当性を認めたということに言及して
(21)

いる。この引

(18) 田畑茂二郎『国際法Ⅰ［新版］』（法律学全集55）（有斐閣、1973年）90-91頁。

(19) 小森「前掲論文」（注17）81頁。

(20) 国際司法裁判所規程38条１項(b)は、国際慣習の成立に「一般」慣行を要求し

ているが、このような一般慣習の他に、特定の地理的範囲にのみ妥当する地域的ま

たは地方的慣習も同項に含まれることは、1950年の庇護事件判決において認められ

ている。I.C.J. Reports 1950,p.276.しかしダマトは、国際法学において特別慣習

と一般慣習に関して、法規範の抵触の原則について明白な言及をすることは時期尚

早であるとして、インド領通行権事件における国際司法裁判所の判断に疑問を提起

している。A.A. D’Amato,“The Concept of Special Custom in International
 

Law”,American Journal of International Law,Vol.63,No.2(1969),p.219.

(21) Southern Bluefin Tuna Case, Memorial on Jurisdiction (Government of
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用はとりわけ、フィッツモーリスがアンバティエロス事件（管轄権、1952

年）における、国際司法裁判所の多数意見の判断に対するシュー判事の反

対意見について検討した部分からなされて
(22)

いる。

アンバティエロス事件は、ギリシャ人船主アンバティエロスとの船舶購

入契約をめぐるイギリスの対応が1886年の通商航海条約に違反していると

して、ギリシャが国際司法裁判所に提訴した事件である。1886年条約は、

1926年の新しい通商航海条約および同時に署名された「宣言」によって、

1926年条約に限定された範囲で引き継がれており、常設国際司法裁判所の

管轄を認める1926年条約の紛争解決条項が適用されるか否かが争われた。

イギリスから提起された主要な問題点は、「1926年条約と同時に署名さ

れた宣言は、その条約の一部を構成せず、同宣言の規定は、1926年条約29

条にいうところの『本条約の規定』に該当しない」というものであ
(23)

った。

しかし裁判所は、この「宣言」は1926年条約と一体のものとみなすべきで

あり、本件紛争の実体に関しては「宣言」の規定に従って1886年条約の仲

裁裁判条項による解決がなされるべきであるが、本件が1886年条約の仲裁

裁判条項に付されるべき種類の紛争であるか否かの問題は、1926年の「宣

言」の解釈・適用に関する問題であり、1926年条約の裁判条項が適用さ

れ、国際司法裁判所が管轄権を有すると判示
(24)

した。裁判所のこのような判

断に対しては４名の判事から反対意見が出され、とりわけシュー判事は以

下のように述べて
(25)

いた。

「宣言が1926年条約の一部を構成すると考えたとしても、宣言の仲裁裁判条

項は特別な種類の紛争を扱っているのであるから、特別な規定であるとみな

Japan),para.124.

(22) Sir G.Fitzmaurice,“The Law and Procedure of the International Court of
 

Justice1951-4:Treaty Interpretation and Other Treaty Points”,British Year
 

Book of International Law,Vol.33(1957),p.237.

(23) I.C.J. Reports 1952,p.41.

(24) Ibid.,p.44.

(25) Ibid.,pp.87-88.

早法81巻４号（2006）388



されなければならない。一方で、29条における仲裁裁判条項は条約のすべて

の規定に関する紛争をカバーしているのであるから、一般的な規定であると

みなされなければならない。特別な規定が一般的な規定に優先するというこ

とは、十分に認められた解釈原則である。」

このような考えに基づいて、宣言は29条の適用の例外を構成するため、

裁判所は1926年条約29条に基づいて管轄権を行使することはできないとし

たのである。しかしフィッツモーリスは、シュー判事のこのような解釈は

「『特別な規定が一般的な規定に優先するという十分に認められた解釈原

則』の言明としては興味深く、価値のあるものであるが、この原則が当該

状況において正確に適用されるか否か、ということについては疑いの余地

がある」と述べている。そして、特別法優先原則は「関連する特別・一般

規定が両方とも同一の実質事項（same substantive matter）を扱う場合に

のみ適用することができる」と
(26)

する。すなわち、特別法優先原則が妥当す

るか否かの前提として、条約の「事項的」観点の重要性が指摘されている

ので
(27)

ある。特別法優先原則の国際法上の妥当性については、すでに述べた

ように国際社会の分権的性格という背景事情から人的範囲という観点に注

意が向きすぎていた傾向があると思われる。しかし、条約相互の関係にお

ける特別法・一般法の判断は、人的範囲・事項的範囲の双方を考慮しつつ

両方の条約の当事国の意思を推定していく作業なのであり、適用の人的範

囲という観点からのみ判断を行っては妥当な結果を導くことができないと

考えられるので
(28)

ある。

特別法優先原則の国際法上の妥当性については問題がないと理解できて

(26) Fitzmaurice,supra note22,p.237.

(27) 前述のように国内法上も「特別法は一般法を破る」という原則は認められてい

るが、事項的規制対象の観点から考えると、特別法・一般法の関係が問題視される

状況がありうる。東孝行「相隣関係と建築基準法」民商法雑誌93巻臨時増刊号

（２）『民商法雑誌創刊五十周年記念論集Ⅱ―特別法からみた民法』（有斐閣、1986

年）139-141頁。

(28) J.Pauwelyn,Conflict of Norms in Public International Law:How WTO
 

Law Relates to Other Rules of International Law (2003),pp.387-391.
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も、こと条約に関していえば、その「特別性」を判断する観点を変えてみ

ると、その妥当性を容易に説明することが疑わしい状況が生じると考えら

れる。そこで以下では、条約を規律する国際法上の規則である条約法にお

いては、特別法優先原則はいかなる位置付けであると捉えられてきたの

か、ということを主に学説上の議論を通じて検討していきたいと思う。

Ⅲ 条約法における特別法優先原則をめぐる学説の展開

1 条約法における特別法優先原則の位置付けをめぐる議論の焦点

条約に関する国際法の規則は条約法（law of treaties）と総称され、条約

法条約として1969年に法典化されるまでは、慣習国際法として形成され適

用されて
(29)

きた。それでは学説上は、条約法における特別法優先原則の位置

付けはいかなるものであると理解されてきたのであろうか。

この問題について田畑教授は、グロティウスが「その性質が同じ協定の

間においては、より特殊であり、かつ、当面の対象により近いものが優先

されなければならない。なぜなら、通常は、特殊な規定の方が一般的な規

定よりもより効果的であるからで
(30)

ある」と述べたこと、およびダンチッヒ

におけるポーランドの郵便事務の事件（
(31)

1925年）とダニューブ河ヨーロッ

パ委員会の権能に関する
(32)

事件の２つの勧告的意見を根拠として、一般条約

(29) 小川芳彦『条約法の理論』（東信堂、1989年）５頁。条約法条約の大部分の規

定についても、条約法についての慣習法を宣言したものであるとされる。経塚作太

郎『続条約法の研究』（中央大学出版部、1977年）12-13頁。

(30) H.Grotius (translated by F.W.Kelsey),De jure belli ac pacis libri tres

(1646), in J.B.Scott (ed.),The Classics of International Law,No.3,Vol. II

(1925),p.428.

(31) ダンチッヒの国際的地位について定めたヴェルサイユ条約104条と、同規定の

実施について定めたダンチッヒ・ポーランド間の1920年のパリ条約および1921年の

ワルシャワ協定との間の関係について、後者の優先適用を認めた。P.C.I.J. Series
 

B,No.11,pp.33-37.

(32) ダニューブ河に関するヴェルサイユ条約上の規定と、1921年のダニューブ河確
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と特別条約という関係が認められる場合には、当事国間の関係では特別条

約が優先適用されると述べて
(33)

いる。そして、条約法条約58条１項の規定が

一般条約の目的と両立しないような形での多数国間条約の二以上の当事国

による当該条約の運用停止を認めていないことから、特別法優先原則の適

用が制限されるのは第三国の権利の享有や義務の履行に影響を及ぼすよう

な場合であるとして
(34)

いる。グェン・コック・ディーンも、常設国際司法裁

判所の種々の判例を検討し、なかでもマブロマティス特許事件判決におい

ては、一般条約に対する特別条約の優先適用が限定されずに（sans limite）

認められたと
(35)

する。

しかし、これらの見解とは対照的にルソーは、田畑教授が引用した上記

の２つの勧告的意見における裁判所の判断について、特別法の一般法に対

する優先適用の問題が、必ずしも理論的な側面から扱われたわけではない

ことを強調して
(36)

いる。また、ジェンクスは、特別法優先原則がグロティウ

スによっても言及されており、その適用可能性がただちに認められうるよ

うなケースも存在するということに留意しつつも、その適用の範囲

（limits）を決定することが困難である状況が存在することを指摘して、原

則そのものの無限定な適用可能性に疑問を提起して
(37)

いる。それでは、どの

定規程との関係が問題となり、後者が優先適用されるとした。P.C.I.J. Series B,

No.14,pp.22-23.

(33) 田畑『前掲書』（注18）144-147頁。

(34) 同上、145-146頁。

(35) Nguyen Quoc Dinh, “Evolution de la jurisprudence de la Cour inter-

nationale de la Haye relative au probleme de la hierarchie des normes
 

conventionnelles”, in Melanges offerts a Marcel Waline: le juge et le droit
 

public,Tome1(1974),p.222.マブロマティス特許事件判決については、前掲注10

参照。

(36) C. Rousseau, “De la compatibilite des normes juridiques contradictoires
 

dans l’ordre international”,Revue general de droit international public,Tome39

(1932),p.178.

(37) C.W.Jenks,“The Conflict of Law-Making Treaties”,British Year Book of
 

International Law,Vol.30(1953),p.446.
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ような視点から判断すると、条約同士の関係において特別法優先原則の適

用可能性が疑問視されうる状況が生じると考えられたのであろうか。

ジェンクスは、特別法優先原則の適用可能性が容易に示される例とし

て、平時法に対する戦時法の関係をあげて
(38)

いる。すなわち、戦時状態は平

時法の効力を失わせることなく、両者の関係が２つの適用法規が抵触した

場合の調整と捉えられるということで
(39)

ある。しかし、このような相対的に

単純な場合は別として、特別法優先原則の適用の範囲は疑わしいものであ

ると評価して
(40)

いる。ジェンクスは、信託統治協定のように特定の地域のた

めの特別な国際制度を確立している条約と、一般国際条約との間に抵触関

係が認められる場合に特別法優先原則が適用可能であるとみなされうる

し、そのような見解には同意するものの、これを説明する典拠（author-

ity）はまったくない、と述べている。すなわち、「特別な国際制度に従う

地域について、他のどのような地域と比べても一般的な国際条約が不完全

に適用されるべきである、ということはまったく変則的（anomalous）で

あろう」というのである。また、特別な国際制度について規定する条約が

一般的な文言で述べている事項について一般国際条約が特別法とみなされ

る文言によって規定している場合には、特別法優先原則が逆転して適用さ

れることとなってしまう。そのような場合には、個別具体的状況に応じて

適用関係の決定を行うことになるが、特別法優先原則を他の原則ならびに

立法意思の利用可能な証拠（available evidence of legislative intention）と

ともに考慮に入れることは合理的と思われるかもしれないが、特別な国際

制度に一般国際条約に対する優先を与えようと考えることは明らかに問題

があると述べ、特別法優先原則の適用可能性に疑問を投げ掛けているので
(41)

ある。すなわちジェンクスは、特別法優先原則を適用の「人的範囲」とい

(38) Ibid.,p.446.

(39) 村瀬信也「武力紛争における環境保護」村瀬信也・真山全編『武力紛争の国際

法』（東信堂、2004年）647-648頁。

(40) Jenks,supra note37,p.446.
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う観点からだけではなく、問題を事項的に見て、発生している問題に対し

ていずれの条約が特別なのか、という「事項的範囲（ratione materiae）」

という観点から捉え直すと、その適用可能性が疑わしくなるような状況が

ある、ということを明確に指摘しているということができよう。

2 国際法学説による条約法における特別法優先原則の位置付け

それでは、条約法における特別法優先原則の位置付けはいかなるものと

考えればよいのであろうか。この点に関してはまず、しばしば引用される

上記のグロティウスによる言明が、第２編第16章という約定や条約の「解

釈」を対象とした箇所において論じられている点に注意を払う必要があ

る。すなわち、第16章の第28節で述べているような不測の事態によって２

つの条約に矛盾が生じてしまう場合に、矛盾を緩和するための解釈指針と

して「許容が禁止に従う」などとともに特別法優先原則が掲げられている

ので
(42)

ある。このような位置付けについては、ヴァッテルが、「法または条

約の抵触（le conflit des lois,ou des traites）」を「解釈（l’interpretation）」

に関係する問題として捉えている点からも確認することができ
(43)

よう。この

ように条約の抵触の問題を、条約の「解釈」の問題と捉えるものとして興

味深い見解を表明しているのはシュワルツェンバーガーである。シュワル

ツェンバーガーは、条約の抵触に関して、慣習国際法はこの分野に関する

規則を欠いているが、非常に多くの法諺（maxim）が存在していると述べ

た後、条約の抵触に適用される法諺には、一見すると明らかに抵触してい

る条約規則を調和し、条約間の抵触を外見上の抵触（apparent conflict）

に変換する（reduce）ことによって、矛盾が生じないようにするものがあ

(41) Ibid.,p.447.

(42) Grotius,supra note30,pp.427-428.

(43) E.de Vattel,Le droit des gens, ou principes de la loi naturelle appliques a

la conduite et aux affaires des nations et des souverains,Liv.II (Nouvelle ed.,

1820),p.464.
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ると述べている。そして、こうした法諺は法規則でも原則でもなく、単に

条約解釈の論理的手法（logical technique）によって到達する準規則解決

方式（quasi-rules conclusion）という形式で表現されているにすぎないと

するので
(44)

ある。

条約の抵触の問題を解釈の問題に限定する形で述べる見解についてはブ

ラウンリーも、「重複する規定を持つ同一当事国間の条約相互の関係は、

主として推定の助けを借りる解釈の問題である」として、条約の抵触の問

題が第一義的には解釈の見地から考慮されるという見解を明確に表明して
(45)

いる。条約の抵触に関するこのようなブラウンリーの見解については、

「条約の抵触という問題は非常に不明確かついまだ発展段階にあるので、

提案されるいかなる一般的な解決方法も未成熟であろう」と述べていたマ

ックネアーの
(46)

見解などと比べるとその取り扱いは小さいものであるが、問

題のポイントを的確に指摘しているといえるであろう。すなわち、潜在的

に両立しないと考えられる条約は、締約国は実際には両立しない義務を受

諾することを意図しない、という推定のもとに解釈されるべきであり、条

約文書中に存在している非両立性は、それぞれの条約の適用段階の時間

的・人的範囲を区別することなどによって、解釈を通じて除去されるべき

であると考えられているので
(47)

ある。シュワルツェンバーガーも、ある１つ

の国家が異なる条約の当事国に対して抵触する条約義務を引き受ける場合

には、そのような条約関係の間で「衡平な連結関係（equity nexus）」を確

立することができるような唯一の方法は、それらをお互いに調和しようと

(44) G.Schwarzenberger,International Law as Applied by International Courts
 

and Tribunals,Vol.1(3rd ed.,1957),pp.472-473.

(45) I.Brownlie,Principles of Public International Law(6th ed.,2003),p.600；

Ⅰ.ブラウンリー（島田征夫他訳）『国際法学（補正版）』（成文堂、1992年）540

頁。

(46) A.D.McNair,The Law of Treaties (1961),p.219.

(47) W. Czaplinski and G. Danilenko, “Conflicts of Norms in International
 

Law”,Netherlands Yearbook of International Law,Vol.21(1990),p.13.
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試みることであり、こうした試みは実際には潜在的な抵触を除去する

（eliminating a potential conflict）ことを意味すると述べており、外見上抵

触していると思われる条約同士の両立可能性を探求することを、まず解釈

でもって行う必要があることを強調しているので
(48)

ある。

こうした見解に鑑みると、２つの両立しない条約は、必ずしも矛盾する

ものと即断してはならず、可能な限り調和するよう解釈し実行する必要が

あると
(49)

いえ、特別法優先原則も、まずはこの「解釈」という文脈の中でそ

の機能が認められてきたという理解に立つ必要があるといえるであろう。

ジェニングスとワッツは、２つの異なり、かつ潜在的に適用可能な規則の

間の外見上の抵触を解決するために適用される法諺として、「一般法は特

別法を破らない（generalia specialibus non derogant）」が、条約解釈の補助

的手段として適用されてきたと述べて
(50)

いる。アンバティエロス事件におけ

るシュー判事の反対意見で述べられた特別法優先原則の妥当性について検

討した前述のフィッツモーリスの見解も、あくまで条約解釈という文脈で

述べられているので
(51)

ある。

これまでの学説の検討から、適用の人的範囲という側面から一般国際法

上その妥当性が肯定されてきた特別法優先原則と、条約が抵触していると

考えられる状況を解決するための解釈段階において条約法上の妥当性が認

められた特別法優先原則は、その援用場面における原則の性質が明確に区

別される形で論じられてこなかったことから、その妥当性についての見解

の対立が生じてきたということができる。しかし、特別法優先原則がその

妥当性を認められる場面において、それがいかなる性質を有するものと考

えられてきたのかという点を明確にすることは困難であるともいえよう。

(48) Schwarzenberger,supra note44,pp.480-481.

(49) Rousseau,supra note36,p.188.

(50) Sir R.Y.Jennings and Sir A.Watts(eds.),Oppenheim’s International Law,

Vol.1-Peace(9th ed.,1992),p.1280.

(51) Fitzmaurice,supra note22,p.237.
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国際判例において、条約間の関係についても特別法優先原則の妥当性が認

められてきたと解する見解にも一定の理由が存すると考えることもでき

る。それでは、条約間の関係についても特別法優先原則の妥当性が認めら

れると解される際に、何がそれを支える要因となっていたのであろうか。

3 条約の性質変化がもたらす条約の抵触解決に対する影響

条約間の関係についても特別法優先原則の妥当性が認められると解され

る際にそれを支える要因となったこととして１つあげられることは、伝統

的な背景事情としての条約の二国間性である。17世紀のウェストファリア

条約のような平和条約もその性質においては数カ国による二国間条約の集

合体であったし、戦間期を通じても、多数国間条約とよばれたものもその

性質においては二国間関係に分解して考えることが可能であ
(52)

った。条約法

自体も、基本的には二国間条約に関する法規を多数国間条約に拡大する形

で発展してきたといえ、多数国間条約の締結から終了に至るまでのすべて

のプロセスにおいて重視されるのは、何よりもモデルとしての二国間条約

を意識した合意の達成方法とその形式的意味内容だったので
(53)

ある。もし２

つの条約上の義務がそれぞれに分離することができ、他の当事国とのそれ

ぞれの関係では独立に履行できる二国間義務の複合体とみなされれば、異

なる条約上の共通の当事者に対して異なった義務を負っているとしても、

厳密な意味での抵触はなく、２つの当事国の意思に関する推定に基づいて

相対的には抵触関係は容易に解決されることに
(54)

なる。この場合、より重要

な意味を持ってくるのはむしろ後法優先原則である。特別法優先原則は後

法優先原則と結合されることでより説得力を伴って適用されるということ

が、前述のマブロマティス特許事件やダニューブ河ヨーロッパ委員会の権

(52) P.Reuter,Introduction au droit des trait es (3 ed.,1995),pp.1-11.

(53) 長谷川正国「適用論の観点よりみた多数国間条約義務の構造（一）」『福岡大学

法学論叢』39巻１号（1994年）160-161頁。

(54) Jenks,supra note37,p.426.
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能に関する事件を引用して主張されることがしばしば
(55)

ある。しかし、その

ように後法優先原則が妥当性を有するのは、後の条約が「後法」そのもの

であるからということよりも、条約の本質的な二国間性を前提としつつ、

後の条約の締結が当事国の意思の重要な補完的証拠（important  supple-

mentary evidence of intention）とみなされうるからなので
(56)

ある。

しかし、第２次世界大戦以降、国家間の相互依存関係が増大するととも

に国際社会全体にかかわる利益や価値が認識されるようになると、多数国

間条約の中でも、従来の契約的・処分的な性質の二国間関係に還元できる

ものだけではなく、立法条約とよばれる形式の条約も作成されるようにな

ってきた。このような性質の条約において規定されている義務が客観的・

対世的な性格を有している場合には、個別の当事国への義務として分解す

ることができない。そのような場合に異なる条約間の義務が同時に履行で

きない場合には、それぞれの義務が客観的に有効であるために、異なる当

事国集団に向けて負うべき義務は抵触が不可避になるのである。このよう

に、作成される条約の性質変化も関係してくると、条約の抵触というより

具体的な状況を想定したうえで特別法優先原則に対して法的にはいかなる

位置付けを与えるのか、という問題はより困難なものとなってくる。ジェ

ンクスはこのような状況を指して、「抵触の解決は意思の推定よりもむし

ろ、法に基づいてなされなければならない」という要請が強く働くことに

なると述べてい
(57)

るが、それでは、条約法を法典化したといわれる条約法条

約によって、学説が議論してきたこの問題に対してはいかなる回答がなさ

れたのであろうか。

(55) Czaplinski and Danilenko,supra note47,p.20.

(56) Jenks,supra note37,p.446.言及されている判例についても、２つの条約の関

係はあくまで関連規定の解釈という過程を経て判断されたことにも留意する必要が

あろう。この点に関しては、拙稿「複数条約の適用関係―『特別法・後法優先』原

則に対する批判的検討―」『早稲田大学大学院法研論集』110号（2004年）206-211

頁参照。

(57) Jenks,supra note37,p.426.
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そこで以下では、条約法条約の起草過程を通じて、特別法優先原則の条

約法条約における位置付けについて検討していきたいと思う。

Ⅳ 条約法条約における特別法優先原則の位置付け

条約法条約第３部第２節「条約の適用」の中で「同一の事項に関する相

前後する条約の適用」と題された条約法条約30条の規定振りから、抵触規

則として理解されている法諺のうち後法優先原則は３項、４項に規定され

ていると理解されて
(58)

いる。しかし、特別法優先原則は同条約には規定され

てい
(59)

ない。なぜ特別法優先原則が条約法条約に明確に規定されなかったの

か、ということは条約の適用関係の問題について規定した30条の起草過程

を追うことで、ある程度明らかになると思われる。ここでは、①条約の適

用関係について規定した条約法条約30条は同条約全体の中でどのような位

置付けであるとみなされたのか、②特別法優先原則は30条および条約法条

約そのものの起草過程において、いかなる位置付けを与えられるものと考

えられてきたのか、という観点から検討を行っていきたいと思う。

1 条約法条約30条の条約法条約全体における基本的位置付け

（1）ローターパクトおよびフィッツモーリスによる条約の抵触に関する

議論の焦点

複数の条約が同一の事項について規律していることによって生じる条約

義務の抵触の問題は、条約法条約起草過程の早期の段階から取り扱われて

いたといえる。第２特別報告者であったローターパクトは、「前の条約義

務との両立」と題した16条の起草を行
(60)

った。ここで注目すべきは、このロ

(58) 経塚教授は、条約法条約30条についても、慣習法上確立している内容を条文化

したものに過ぎないとする。経塚『前掲書』（注29）21-22頁。

(59) Koskenniemi,supra note6,p.18,para.37.

(60) Yearbook of the International Law Commission,1953,Vol.II,p.156.
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ーターパクトによる草案16条が、草案全体の中では第３部「条約の有効性

の条件（conditions of validity of treaties）」、なかでも「条約の目的の合法

性（legality of the object of the treaty）」の中の規定として位置付けられて

いる点である。ローターパクトは、条約の抵触の問題が前の条約の修正・

終了という問題と密接に関わるとしながらも、法の一般原則、国際公序の

要請および信義誠実の原則に従えば、新しい条約がそれに加入していない

国家の既存の条約上の権利を侵害する場合には、新しい条約の締約国は法

的には不法な行為を行っていることになるから、そのような条約は無効と

みなされるべきであると
(61)

した。ローターパクトは報告書の中で、常設国際

司法裁判所のオスカー・チン事件判決（1934年）の反対意見において示さ

れた、1885年のベルリン一般議定書を当事国の同意なしに改正した1919年

のサン・ジェルマン条約は無効とみなされるべきであるとした
(62)

見解につい

て、1919年条約が1885年条約の目的を侵害するものであると裁判所が判断

していたとしたら、1919年条約が無効であるということは正確な法原則に

合致したであろうと述べて
(63)

いる。すなわち、条約の前後関係における中心

的な問題点は、既に交わされた合意を侵すようなかたちで新たな合意をな

すということにあり、そういった行為がとりわけ合法性の観点から検討さ

れていたと考えることができよう。

ローターパクトの後の特別報告者であったフィッツモーリスは、条約の

抵触という問題に関して「目的の合法性（legality of the object）」と題し

た18条（前の条約との抵触―通常の場合）および19条（前の条約との抵触―あ

る多数国間条約の特別な場合）を起草
(64)

した。そしてローターパクトが掲げた

問題提起については、草案19条において「相互依存的義務」および「一体

(61) Ibid.,p.156,para.2.

(62) ファン・アイジンガ、シュッキング両判事の反対意見。P.C.I.J. Series A/B,

No.63,pp.133-135,148-150.

(63) Yearbook of the International Law Commission,1953,Vol.II,p.158,para.

7.

(64) Ibid.,1958,Vol.II,p.27.
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的義務」のような性質を有する条約については例外的に無効の問題が考慮

されうるが、草案18条は相互主義的なタイプの二国間条約および多数国間

条約の場合を主に適用対象とするとしたうえで、後の条約は無効にはなら

ないと
(65)

した。後の条約の有効性に関しては一部の例外を除いてローターパ

クトの結論に反対することとなったが、条約の抵触という問題が引き続き

条約の「効力」という観点からアプローチが図られたことは、草案18、19

条が第１章「条約の効力」の第２部「本質的効力（essential validity）」に

置かれたことからも明らかである。

（2）ウォルドックによる条約の抵触問題に対するアプローチの転換

フィッツモーリスの後の特別報告者であったウォルドックも当初は、条

約の抵触という問題に対して前任の２名と同様のアプローチをとったよう

に見える。1963年の国際法委員会第15会期においてウォルドックによって

提出された第２報告書では、「前の条約との抵触」と題された草案14条は

「条約の本質的効力を規律する原則」の部に置かれて
(66)

いる。

しかし、ウォルドックの提出した第２報告書における条約の抵触に関す

る検討は、前任の２名によってとられた「後の条約が無効か否か」という

アプローチが妥当なものであったかを検証する性格が強かったと思われ

る。ウォルドックはまず、両方の条約の当事国がまったく同一である場合

には通常、有効・無効の問題は生じないとし、後の条約の当事国は前の条

約を修正したり取り消したりする権限を十分に有しているのであるから、

後の条約が前の条約を修正または終了するかは単に後の条約の規定の解釈

に委ねられるべき問題となると
(67)

した。草案14条の第１項(b)は、２つの条

約の当事国が同じであるか、または後の条約が前の条約のすべての当事国

(65) Ibid., pp. 27-28.「相互依存的義務」を規定する条約の例としては軍備管理条

約が、「一体的義務」を規定する条約の例としてはジェノサイド禁止条約や人権条

約などがあげられている。

(66) Ibid.,1963,Vol.II,pp.53-54.

(67) Ibid.,p.54,para.2.
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を含む場合には、２つの条約の抵触は条約の解釈、適用、修正または終了

を規律する一般原則に基づいて解決されると規定して
(68)

いる。そして、条約

の抵触が問題となった常設国際司法裁判所の判例を検討した後に、そのよ

うな事例が、「裁判所は、条約の抵触は後の条約の無効に基づいて解決す

るのではなく、抵触している法規範の相対的な優先に基づいて解決すると

いう原則に従って行動したということを意味すると思われる」と述べて
(69)

いる。そして、そのような場合を想定した第２項においても、後の条約の

有効性が後の条約の当事国ではない前の条約の当事国により問題とされる

場合には、前の条約が優先し（２項(b)(i)）、後の条約の有効性が後の条

約の当事国により主張される場合には、第１項(b)と同様に抵触は条約の

解釈、適用、修正または終了を規律する一般原則に基づいて解決されると

したのである（２項
(70)

（b)(ii)）。以上のことから、ウォルドックが条約の抵

触については条約の有効・無効という観点からではなく、条約の解釈、適

用、修正または終了という様々な観点から再検討すべきであると考えてい

たということができよう。そして、この問題がとりわけ「条約の適用」の

文脈から再検討されるべきであるということについては、国際法委員会も

同意を表明
(71)

した。この問題が「条約の第三国に対する効果」に関する議論

を行った後に検討することが便宜なこと、またウォルドックが翌1964年の

国際法委員会第16会期において、「条約の適用」を主題とした報告書の提

出を予定していたことなどの立法政策的な理由により、この問題は「条約

の適用」の文脈から再検討されることとなったので
(72)

ある。

以上の経過を経て、ウォルドックの第３報告書において「抵触する条約

規定の優先」と題された草案65条は「条約の適用および効果」の節に置か

(68) Ibid.,p.53.

(69) Ibid.,p.60,para.29.

(70) Ibid.,pp.53-54.

(71) このような見解に積極的な同意を表明したのは、特にブリッグスとロゼンヌで

ある。Ibid.,1963,Vol.I,p.79,paras.58-59.

(72) Ibid.,p.92,paras.62-63.
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(73)

れた。ここでは、ウォルドックは条約の抵触を第２報告書において表明し

た問題意識に基づいて「条約の適用」の文脈から再検討を行うことにする

ものの、「条約の第三国に対する効果」や「条約の改正」などと密接に関

わるものとして検討すべきと述べていることに注意を払わなければなら
(74)

ない。すなわち、条約の抵触は「適用」に軸足を置きつつも、条約の「解

釈」、「修正」、「改正」、「終了」、「第三国に対する効果」などの幅広い観点

から検討を行うべき、複合的な要素を含んだ問題であるという認識が持た

れていたといえるのである。

2 特別法優先原則の条約法条約30条および

条約法条約全体における位置付け

（1）ウォルドックによる第３報告書草案65条２項に関する議論

条約の抵触は「効力」ではなく「適用」の問題であると位置付けたウォ

ルドックの手になる第３報告書の草案65条における条文構造は、ほぼ現行

の条約法条約30条の原型を構成しているといってよい。ウォルドックは同

規定草案を条約の「適用」の文脈に一応限定することとしたものの、既に

指摘したとおり、同規定草案が想定する状況は必ずしも条約の「適用」の

側面からのみ捉えられるものではないとの認識は草案段階ではまだ持たれ

ていた。それでは、条約法条約起草過程において、条約の抵触という問題

に関して特別法優先原則はいかなる位置付けを与えられていたと考えられ

るのであろうか。

特別法優先原則との関わりで注目すべきは、ウォルドックの第３報告書

(73) Ibid.,1964,Vol.II,pp.34-35.ウォルドックは、第２報告書において条約の抵

触を「本質的効力」の節で扱ったのは、前任の２名の特別報告者がそのような観点

から検討を行ったことと、条約法に関する代表的な体系書が条約の抵触を無効の文

脈から検討していたからであると説明している。Ibid.,pp.35-36,para.4.事実、マ

ックネアーは条約の抵触を条約の強制・錯誤とともに第８章の「本質的効力」で扱

っている。 McNair,supra note46,pp.213-224.

(74) Yearbook of the International Law Commission,1964,Vol.II,p.36,para.5.
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の草案65条２項の起草過程である。草案65条２項は、以下のように規定さ

れて
(75)

いた。

「その条約の規定は他の条約上の義務に従うべきであると当事国が意図して

いるという条約締結の事情（circumstances of its conclusion）又は当事国

の言明（statements of parties）が条約の文言から明らかな場合には、最初

に言及された条約は、他の条約の規定と両立する限りにおいて適用される。

抵触する場合には、他の条約が優先する。」

この規定草案についてウォルドックは、原子力船の運航者の責任に関す

る条約14条、万国著作権条約17条、領事関係に関するウィーン条約73条2

項等をあげ、これらのような規定は、いかなる抵触の場合にも他の条約に

優先を与えていると考えられるとしている。それゆえそのような規定は、

２つの条約の適用に決定的な効果を有しているとし、通常は他の条約を優

先させようという意思は以上のような形で条約規定中に明示されているも

のの、当事国が準備作業において当該条約と他の条約上の義務の関係につ

いて議論し合意したとしてもそれが実際には明文の規定に現われていない

場合や、条約の効果について条約締結後に相互理解がなされる場合もあり

うるため、草案65条２項はこうした可能性をもカバーするための規定振り

となっていると説明して
(76)

いる。

草案65条２項のこのような規定振りに対して、条約規定中に示されてい

る締約国の意思が抵触解決のために決定的であるという点に関しては、国

際法委員会は概ね同意を表明していたものの、委員の中からは当該規定草

案に示されている問題意識は、条約の「解釈」に関わるものであるとの見

解が示されたのである。例えばフェアドロスは、草案65条２項は解釈の問

題を伴っており、同一の当事国間で２つの条約が締結される場合、後の条

約が前の条約に取って代わることが意図されているわけではなく、後の条

約は前の条約の規定を考慮して解釈されるべきであり、そのような意味も

(75) Ibid.,pp.34-35.

(76) Ibid.,pp.37-38,paras.10-12.
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含めた規定振りにすべきであると述
(77)

べた。ラックスも、草案65条２項は解

釈と関わっており、国家に前後の条約の両立性を検討させることは望まし

いことではなく、実行上困難が生じることを示唆して
(78)

いる。すなわち、草

案65条２項が想定する状況は「解釈」に関わるという問題意識が明確に認

識されていたのである。それでは、こうした「解釈」に関わる問題を「条

約の抵触」に関する規定で取り扱うことは不適切であると考えられたので

あろうか。

この点に関してデルーナは、草案65条２項は解釈規則を含んではいる

が、国家の後の義務は、国家が国際義務を果たすことができずその結果国

家責任が生じるという推定を回避するような形で解釈されなければならな

いということが一般的な規則であり、国際法委員会が解釈規則全体を別個

に扱うと決定したことにかかわらず、同項がそのような規定振りになった

ことについては反対しないと述べて
(79)

いる。またルテールは、草案65条２項

について国際法委員会は単に当該事項に関する解釈の規則（rules of inter-

pretation on the subject）を規定したにすぎず、それは解釈のセクションに

含められているような「一般的な規則」ではなく、同一の条約の異なる規

定の間の抵触の解決のためのものと同様の性質を有する、「具体的かつ特

別な規則」であるとの見解を表明
(80)

した。この点に関してロゼンヌは、草案

65条２項は解釈の要素を多分に含んではいるものの、それが当該規定を削

除する理由にはならないとする。解釈問題を含むということから生じる困

難は、条約の改正に関する規定の直後、条約の解釈に関する規定の直前に

草案65条を置くことで解決されうるであろうと述べ、規定そのものが条約

の改正や解釈に関する規定との関連を想起させる場所に置かれることで、

規定の趣旨は理解されうるということを指摘しているので
(81)

ある。条約の抵

(77) Ibid.,1964,Vol.I,p.120,para.13.

(78) Ibid.,p.122,para.38.

(79) Ibid.,p.121,para.27.

(80) Ibid.,p.126,para.8.
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触の文脈で取り扱われるという意味では個別的な性質を有しているとはい

え、条約の「解釈」との密接な連関が認められることが明確に認識されて

いたといえるのである。とはいえ、草案65条２項が解釈に関する規則を含

むことは明確に認識されつつも、ルテールが指摘するが如く、それは条約

法条約全体の中の解釈一般に関する規則の法典化の文脈で取り扱われるも

のではなく、きわめて個別具体的な性質を有する問題であるということが

認識されていたということができよう。

（2）「条約の抵触の回避」という段階における特別法優先原則の役割

ブリッグスは、草案65条２項の前段が条約の解釈の問題を提起している

という点でデルーナに同意し、かつ、後段も前段の趣旨に照らして読むべ

きことを指摘した。その際、後の条約が「特別法（lex specialis）」と考え

られるか否かということが示されることがありえ、そういった場合に後の

条約が優先すると理解することに問題はないとするので
(82)

ある。ここに、条

約の抵触の回避という段階においてはじめて機能するという特別法優先原

則の限定的役割が示されているといえよう。コスケニエミも、「（特別法優

先）原則は条約法条約のテキストの中には見うけられないが、それでも条

約間の抵触解決技術（techniques of resolving conflicts between treaties）の

なかでも、ある条約が他の条約との関係で『特別』でありうるという程度

で注意を払うのが有用であるということが、起草過程では見うけられた」

と述べ、特別法優先原則の条約法条約における位置付けを端的に指摘して
(83)

いる。国際法委員会においては、一般に言及されることの多い「法規則」

としてよりも、条約の解釈上参照しうる程度のものとしての性格付けが行

われていたといえるのである。

そのことは、ウォルドックの以下のような言明から理解できると思われ

る。ウォルドックは、第３報告書の中の「条約の解釈」に関する規定草案

(81) Ibid.,p.124,para.55.

(82) Ibid.,p.123,para.49.

(83) Koskenniemi,supra note6,p.18,para.37.
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70条から75条のコメンタリーにおいて、「実際に、その使用が国内法体系

における制定法や契約の解釈においてなされるほとんどすべての原則ある

いは法諺の使用を支えるような言明が、国際裁判所の決定において見られ

る」と述べ、その例として、実効的解釈原則（ut res magis valeat quam
 

pereat）などと並べて、特別法優先原則をあげているので
(84)

ある。そして、

このようなものを含む解釈に関する原則や法諺は、それを援用した十分な

証拠を国際慣行のなかに見出すことは可能であるが、これらの原則や法諺

の多くは非拘束的であり、ある文書中に用いた表現に付すことを当事者が

意図したであろう意味を評価する上で助けとなる「指針（guide）」として

のみ価値があるものと理解されているので
(85)

ある。そして、この「指針」

は、特別法優先原則を含む原則や法諺の援用（recourse）は義務的ではな

くむしろ自由裁量的であって、その適切性が様々な事情の特定の文脈と主

観的評価に依存するため、法典化になじまないものとして、条約解釈のた

めの「一般的な規則」とは明確に区別がなさ
(86)

れた。そのような意味で、条

約法条約に規定されていない特別法優先原則は、同条約30条３項および４

項において規定されている後法優先原則とは異なる法的地位を有するもの

と理解されていたといえよう。すなわち、特別法優先原則は条約の抵触と

いう文脈の中で考慮される解釈問題という、きわめて個別具体的な状況の

中で初めて俎上にのぼってくる「指針」としての役割を果たすものと理解

されていたといえるのである。

3 条約間の抵触の存否を決定する際の「調和的解釈」

このように条約法条約の起草過程においても、特別法優先原則は条約の

抵触を回避するための解釈段階においてその役割を果たすものと認識され

たわけであるが、それでは、それはいかなる状況であると考えられるので

(84) Yearbook of the International Law Commission,1964,Vol.II,p.54,para.5.

(85) Ibid.,p.54,para.6.

(86) Ibid.,1966,Vol.Ⅱ.p.218,paras.4-5.
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あろうか。

特別報告者のウォルドックが提案した草案65条の表題は、「抵触する条

約規定の優先（priority of conflicting treaty provisions）」であった。1964年

の国際法委員会第16会期第742会合において議長を務めたアゴーは、草案

65条は、別個に扱われる「終了」あるいは「有効性」という問題ではな

く、条約の「適用」という問題を扱う限りにおいて正しい文脈に位置付け

られるということを想起すべきであるとして、同規定草案において「抵触

（conflict）」という用語を使用することに疑問を提起
(87)

した。これに対し、

ウォルドックは「抵触」という用語は国連憲章103条においても使用され

ており、使用すること自体は適切であると述べた。そして、「抵触」とい

う用語によって示唆されるのは、そのいくつかの規定がお互いに調和でき

ないということが明らかとなった２つの条約の間の比較（comparison）と

いう考え方であるとし、抵触が存在しているかどうかを決定するプロセス

は、解釈の要素を前提としていると述べたので
(88)

ある。これらの見解に対し

てロゼンヌは、当該規定が明確に適用の文脈に置かれるべきであるとした

点では特別報告者に同意するが、前会期で提出された「前の条約との抵

触」という草案14条の表題とは対照的に、「抵触する条約規定の優先」と

いう草案65条の表題は若干焦点を歪めていると指摘した。そして、外見上

抵触している条約規定が適用されようとする場合、そこに非両立性（in-

compatibility）が認められないということは十分に考えられる。したがっ

て、表題は「抵触する条約規定の適用（application of conflicting treaty
 

provisions）」と改め、規定草案が条約上の「義務（obligation）」よりも、

むしろある条約または他の条約の「適用（application）」に関連するよう

改める方が望ましいと述
(89)

べた。すなわち、ウォルドックが述べた抵触を回

避するための条約の解釈段階の存在という問題意識に配慮しつつ、「適用」

(87) Ibid.,1964,Vol.I,p.124,para.64.

(88) Ibid.,p.125,para.68.

(89) Ibid.,p.129,para.38.
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との関連を明確にしたので
(90)

ある。結局、この草案65条の表題は起草委員会

において「両立しない条約規定の適用（application of incompatible treaty
 

provisions）」とされた。そのような意味で、条約法条約30条は両立しない

条約を念頭に置いていると
(91)

いえ、このような非両立性は適用の前段階で立

証されなければならない。ロゼンヌがいう「外見上の抵触」は、両条約の

「調和的解釈（harmonizing interpretation）」を行うことによって、この段

階で解決されるべきなのである。そして特別法優先原則は、このような調

和的解釈の手段の１つとして認識すべきものであるといえ
(92)

よう。この点に

関して、1969年の条約法会議において英国代表のシンクレアーが「『同一

の事項に関する』という文言は厳格に解釈すべきであり、この文言は、一

般的な条約が前の条約の特定の規定の内容を間接的に侵害する場合をもカ

バーするとみなされるべきではない。そのような場合に含まれる問題は、

『一般法は特別法を破らない』のような法諺の解釈または適用の問題なの

である」と述べたことに条約法条約における特別法優先原則の位置付けが

端的に集約されているということができるであ
(93)

ろう。特別法優先原則はそ

のような意味で、少なくとも条約法の分野においては一般的に理解されて

(90) この「適用」という文言は、問題となる条約が有効であることを示唆するもの

であり、条約のいずれかが無効であるとの誤解を回避する意味合いもあると思われ

る。E.W.Vierdag,“The Time of Conclusion of a Multilateral Treaty:Article

30of the Vienna Convention on the Law of Treaties and related Provisions”,

British Year Book of International Law,Vol.59(1989),p.95.

(91) 表題は最終草案の段階で現30条と同一のものに改められたが、両立しない規定

を有する条約の優先適用を扱うという実質を変えるものではないとされた。Year-

book of the International Law Commission,1996,Vol.II,p.214,para.1.

(92) Karl,supra note5,p.938.

(93) United Nations Conference on the Law of Treaties,Official Records,Second
 

Session,9 Aprill-22 May,1969 (1970),p.222,para.41.条約法条約30条における

「同一の事項に関する」の意味内容の詳細な検討については、井出真也「条約法条

約第三〇条の意義と限界についての一考察―いわゆる『同一の事項に関する相前後

する条約の適用』という問題について―」『立命館法学』279号（2001年）47-52頁

参照。
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きた抵触規則というよりも、条約間の抵触の存否を決定する際の「調和的

解釈のための指針」であると理解することが適切であるといえるのであ

る。

Ⅴ 結 論

「特別法は一般法を破る」という特別法優先原則は、国際社会の分権的

構造を基礎として、国家を一般的に拘束するとされる慣習国際法も国家に

よって締結される条約も性質上は任意法規であるという観点から、国内法

と同様に国際法上も妥当性を有すると解されてきた。それはやはり、慣習

国際法を一般法、条約を特別法として捉えることによって根拠付けられて

きたといえよう。国際法上特別法優先原則は、規律対象を空間的に捉える

という視点から考えれば妥当性を有すると考えられてきたのである。しか

し、条約同士の関係の中で特別法優先原則を適用しようとすると、規律対

象の空間的把握という視点からのみでは実効的な解決をもたらすことが困

難であるということが学説上認識されていた。条約が抵触していると考え

られる状況においては、特別法優先原則は抵触関係を決定的に解決できる

抵触規則というよりも、あくまで抵触を回避するために、外見上抵触して

いるそれぞれの条約を調和的に解釈する段階で参照されるものにすぎない

と考えられてきたのである。

そのような立場は、条約法条約において特別法優先原則が明文によって

規定されなかったことで確認されたと思われる。条約の「抵触」という問

題は、条約の解釈、効力、改正や終了といった多様な概念に関わる複合的

な要素を内包している問題であることが認識され、特別法優先原則は、あ

くまで外見上抵触しているそれぞれの条約を調和的に解釈するための「指

針」として位置付けられたにすぎなかったのである。

「条約の抵触」という問題は現在の国際法においては解決が非常に困難

なものとして認識されているが、条約が抵触しているとみられる状況に実
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際に直面した場合には、本稿で検討したような条約法における特別法優先

原則の限定的役割を念頭に置きつつ、抵触の解決を慎重に行っていく必要

があるといえる。その際、一般法・特別法という区別は必ずしも、ある条

約全体を対象としてのみ考えられるものではなく、個々の規定ごとに見分

けなければならないということに留意し、個別規定の「事項的範囲」とい

う観点から相互の条約の関係を検討していくことが望まれる。そして、そ

のような観点からそれぞれの条約規定を解釈するにあたっては、前述の

「抵触の解決は意思の推定よりもむしろ、法に基づいてなされなければな

らない」というジェンクスによる指摘を強く意識する必要があるだろう。

とりわけ客観的制度を定めている条約同士が抵触する場合には、当事国の

意思の推定だけでは問題の解決は困難であり、このような場合にどのよう

な指針に基づいて解決が図られるべきか、そして条約規定の「特別性」は

どのような基準で決定すればよいのか、という問題については今後慎重な

検討を行っていく必要があるといえるであろう。

［付記］本稿は、2004年度早稲田大学特定課題研究助成費（課題番号2004B-816）

による研究成果の一部である。
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